予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名　救急医療機関連携ネットワーク運営費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備係　電話番号：058-272-1111（内2534）

　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　9,000千円（前年度予算額：12,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000

	要求額
	9,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,000

	決定額
	9,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成２１年度に傷病者の搬送及び医療機関による受入れを円滑に進めるため、消防法の一部を改正する法律が公布され、各都道府県には消防機関や医療機関が参画する協議会の設置（｢消防・医療連携協議会｣）や、傷病者の搬送及び受入れの実施に関するルール（実施基準）の策定が義務付けられた。

・実施基準によれば、傷病者の初期の治療が救命率の向上に有効なことから、救急搬送における病院選定から医療機関における救急医療の提供までの一連の行為を迅速かつ適切に実施する必要がある。

（２）事業内容
・救命救急医療機関で救急患者に対する画像情報等を共有し、救急搬送後の迅速、適切な処置及び転院搬送等に資するネットワークシステムの運営費について補助する。（事業主体：ＮＰＯ法人岐阜救急災害医療研究開発機構）
（３）県負担・補助率の考え方

　・県10/10（定額）（県の救急医療の更なる質の向上を目指す事業であるため）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	9,000
	システムサーバーの借上料等
　＠1,000千円×9月（H27.4～H27.12）

（現行のシステムはH27.12月まで運用予定。その後は次期システムを予定（事業主体において検討中））

	合計
	9,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・第６期岐阜県保健医療計画

第３部－第３章－第１節－１救急医療対策

　　　『岐阜大学を中心として開発・研究が進められている救急医療体制支援システム「ＧＥＭＩＴＳ」との連携も含め、他の機関で開発・導入されている先進的な事例の調査・研究を行うことも必要です。』
（２）国・他県の状況

　・ＧＥＭＩＴＳについては、岐阜大学が進めているものであり、国（経済産業省及び総務省）の委託事業として採択され、実証実験を実施した。
（３）後年度の財政負担
・本システムの実用化推進を推進し、県内救急医療の向上に活かすため、平成24年度から支援を行ってきたが、平成27年度途中（H28.1月）に予定されている次期システムへの移行にあわせ、実施主体による自主運営への移行を促していく。
（４）事業主体及びその妥当性
　・救急医療コミュニティシステムは、総務省の委託事業で立ち上げ、ＮＰＯ法人岐阜救急災害研究開発機構が運用・管理を行っている。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　救急患者に関する画像情報等を救急医療機関間で共有するネットワークの運営を支援し、救急、転院搬送等の最適化、効率化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ネットワーク参加医療機関数
	11
（H23）
	（H  ）
	（H  ）
	12
（H25）
	15
（H30）
	80.0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成24年10月からネットワークシステムの運用を開始、平成24年度4件、平成25年度９件、平成26年度（６月末現在）２件のネットワークシステムを利用したＴＶカンファレンスの実施、転院搬送を行った。

また、ネットワークシステムを利用した研修医を対象としたセミナーを概ね月1回のペースで開催している。



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成24年度に４件、平成25年度に９件のネットワークシステムを利用した患者情報（ＣＴ、ＭＲＩ画像等）の共有によるＴＶカンファレンスを実施し、救急患者の最適な処置の実施や、転院搬送先の決定に資することができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	救急搬送、救急医療の最適化は、県民の救命救急のため県内全域で取り組むべき事業であり、事業の必要性、県の関与の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	救急医療分野のため、利用件数が全てではないと考えられるが、さらに取組みが必要な事項として、参加医療機関の増のほか、システムの使いやすさの面（端末の設置場所等）についても課題があり、今年度、実施主体（ＮＰＯ）において次期システムに向けた検討が行われることとなっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　救急搬送、転院搬送事案での利用に限定せず、セミナーでの利活用も進めており、システムの有効活用を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　導入費、維持費の負担や、セキュリティ確保のためネットワークにアクセスできる端末が限定されているため使いやすさに課題があり、新たな医療機関の参加が進んでいない。また、ネットワークと各病院の院内システムとの直接接続がセキュリティ面の課題等によりできていないため、画像等の共有には、データの記録媒体による移動が必要であり、時間を要すること、過誤のリスク等があり、課題となっている。これらの課題について、今年度、実施主体（ＮＰＯ）において検討が行われることとなっている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　本システムの実用化推進のため県として平成24年度から支援を行ってきたが、平成27年度途中（H28.1月）に予定されている次期システムへの移行にあわせ、実施主体による自主運営への移行を促していく。


